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自己紹介

制度戦略研究室とは

野村総合研究所のシンクタンク部門

制度戦略研究とは？

ビジネスの視点から、中長期的に手当すべき制度の情報発信＆お手伝い

民間だから提供可能な視点

今日お話しする事

これから先に見えてくるニーズとその見え方のプロセスの例

利用者の視点からニーズを見つけて世の中を変えている事例
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見えないニーズの見つけ方
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どうやって見えないニーズを見つけるか

所詮、予測可能な将来は限られる

人口動態

制度スケジュール、等

（ついでに言えば我々のチームは）利用可能なリソース（データ源、人員、等）も限られ
ている

結局は、如何にして説得力ある（と言いくるめられる）「ストーリー」を限られた情報から
組み立てるか

経験に基づくTips

「変わるもの、変わらないものの対比から洞察する」
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変わるものと変わらないものの対比

少子高齢化の進展に伴う労働人口減少 「胴上げ型から騎馬戦型・肩車型へ」

財務省HP

「今後、急速に高齢化が進み、やがて、「１人の若者が１人の高齢者を支える」という厳しい社会が訪れます。」
（http://www.mof.go.jp/comprehensive_reform/gaiyou/02.htm）

出所：労働力調査よりNRI作成
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変わるものと変わらないものの対比

それでは、このデータはどうでしょう？
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出所：労働力調査よりNRI作成
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変わるものと変わらないものの対比から『流れ』が見えると社会変化やニーズが「見えてくる」
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労働力人口の推移（万人）

男性 女性

日本再興戦略踏まえた2030年の労働力目標
（JILPT経済再生・参加進展シナリオ）

高齢者原則就労

2014年
実績

2030年
目標

25～59歳 95.4 94.0

60歳～64歳 77.6 89.3

65歳～69歳 52.5 67.9

70歳～74歳 32.0 41.9

75歳以上 12.7 14.6

女性の労働力率（％）

男性の労働力率（％）

6351 5561 6169
M字カーブの解消

↓
既婚女性も未婚並み就労

高齢者労働力率の5年シフト
↓ 

健康で活躍し続ける社会

「多様な働き方・場所で働ける人」の
極大化

「家族の世話で働けない人」の
極小化

社会変化
↓

「ニーズ」

女性の参画促進

変わるものと変わらないものの対比

出所：労働政策研究・研修機構

何故これが
目標か？
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見えないニーズの作り方
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見えないニーズの作り方

なぜ中国人は財布を持たないのか

Alipayなどのプレイヤーが社会基盤に
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見えないニーズの作り方

Alibaba＆AlipayはEコマース・決済を軸にエコシステムを構築し、社会インフラに

B2B

B2C

C2C

決済

個人信用情報
サービス

資産運用

小額貸付

銀行

保険

シェアサイクル

配車サービス

アリババ

Tmall

Taobao

芝麻信用
Alipay

余額宝

ANT Micro Loan

My Bank

平安保険

ofo

滴滴出行
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見えないニーズの作り方

「基盤」・「熱意」・「変身」と『臨界点となる着眼』こそがAlibaba&Alipayの成功の鍵では？

以下のようなプロセスを得て社会インフラとなったのでは？（公開情報に基づく推測）

1999年
Alibaba創業

2003年
Taobao開始

2004年
Alipay導入

B2B電子商
取引事業

C2C電子商
取引事業

決済進出
お金が滞留

2013年
余資をMMFに

2013年
モバイル決済
を開始

金融ビジネ
スの拡大

リアル社会の
決済から社会
インフラに

1010億人を相
手にした方
が良くな
い？

安心のため
にエスクロー
要るよね

余ったお金
がアカウント
に溜まってい
る．．．

ネットの世界の
外にも飛び出
せるのでは？

これこそが『臨界点となる着眼』

連鎖反連鎖反
応を起
こした



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 11

見えないニーズの作り方

日本でも「見えないニーズを作りつつある事例」は現れ始めているのではないか？

最近注目している事例「ポケトーク」（ソースネクスト社）



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 12

「臨界点」を超えて
「連鎖反応」を起こし
始めているのでは？
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それでは何ができるか
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何ができるか？

政府が出来ることは、「きっかけ作り」と「連鎖反応を止めないこと」

エストニアのeIDカード（2002年導入）

政府が出来ること：「きっかけ作り」

 政府（国も自治体も）は社会を変える制度や規制を作ることが出来る

▪ 1973年 自動車排出ガス規制

▪ 2000年 東京都のディーゼル排ガス規制条例

▪ 2016年 マイナンバー制度

 今後もいろいろありますよね．．．

▪ 2019年 健康保険証一斉切替え

▪ 2023年 消費税のインボイス制度

政府が出来ること：「連鎖反応を止めないこと」

 Alipayの各種サービスはスタート時は中国でも法制度上議論があったものが多い

⇒「やってみること」を後押しした



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

ご清聴ありがとうございました






